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第一号様式 

公開買付けによる買付け等の通知書 

       殿 

平成  年  月  日 

公開買付者(１)氏名又は名称            

住所又は所在地           

１ 公開買付けの状況(２) 

株券等の種類 
応募株券等の数の合
計 

買付け等をする株券等の
数の合計 

返還する株券等の数の合
計 

    

２ 応募株券等の全部又は一部の買付け等を行わない場合の理由(３) 

３ 応募に関して買付け等をする株券等又は返還する株券等(４) 

買付代金等 
応募株券等
の種類 

応募株券等
の数 

買付け等を
する株券等
の数 買付け等の

価格 
買付け等の
代金 

対価とする
有価証券等

      

買付け等をす
る株券等 

計     

計算方法  

株券等の種類 株券等の数 返還の方法 
返還する株券
等 

   

４ 決済の方法(５) 

名称  
買付け等の決済をする金融商品取
引業者又は銀行等 

本店の所在地  

決済の開始日 平成  年  月  日 

決済の方法  

決済の場所  

（記載上の注意） 

(１) 公開買付者 

複数の者が共同して公開買付けを行った場合には、それぞれの者について記載

すること。なお、第５条第６項に規定する電磁的方法により当該通知書に記載す

べき事項を提供する場合は、公開買付者の印は省略することができる。 

(２) 公開買付けの状況 

株券等が株券である場合は、株式の種類ごとに記載すること。 

また、株券等が新株予約権証券又は新株予約権付社債券である場合において、

商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成13

年法律第129号）第19条第３項の規定により新株予約権証券とみなされる新株引

受権証券又は同条第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる転換社債若

しくは新株引受権付社債（第二号様式の記載上の注意(４)及び第六号様式の記載

上の注意(５)のｂにおいて「旧新株引受権証券等」という。）が含まれる場合に

は、区分して記載すること。 

(３) 応募株券等の全部又は一部の買付け等を行わない場合の理由 

応募株券等の全部又は一部の買付け等を行わない場合には、その理由として、

法第27条の13第４項の規定により公開買付開始公告及び公開買付届出書において

記載した応募株券等の全部又は一部の買付け等を行わないこととする条件につい

て記載すること。 

(４) 応募に関して買付け等をする株券等又は返還する株券等 

ａ 当該応募株主等から買付け等をする株券等又は当該応募株主等に返還する株

券等について記載すること。 

ｂ 該当する事項がない場合には、欄を適宜省略しても差し支えない。 
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ｃ 「対価とする有価証券等」欄には、有価証券その他金銭以外のものをもって

買付け等の対価とする場合の当該有価証券等の種類及び数を記載すること。 

ｄ 「買付代金等」欄の記載中、差引手取金額欄を追加しても差し支えない。 

ｅ 「計算方法」欄には、あん分比例方式により買付け等をする場合に、株券等

の種類ごとに「買付け等をする株券等の数」の計算方法を記載すること。 

(５) 決済の方法 

「決済の方法」欄には、買付け等の代金を支払い、又は買付け等の対価として

有価証券等を引き渡す際この通知書の呈示を求めること等、決済の方法を具体的

に記載すること。 
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第二号様式 

【表紙】 

【提出書類】            公開買付届出書 

【提出先】             関東財務局長 

【提出日】             平成 年 月 日 

【届出者の氏名又は名称】(１)                     

【届出者の住所又は所在地】                      

【最寄りの連絡場所】                         

【電話番号】                             

【事務連絡者氏名】                          

【代理人の氏名又は名称】(２)                     

【代理人の住所又は所在地】                      

【最寄りの連絡場所】                         

【電話番号】                             

【事務連絡者氏名】                          

【縦覧に供する場所】(３)      名称 

（所在地） 

第１【公開買付要項】 

１【対象者名】 

２【買付け等をする株券等の種類】(４) 

３【買付け等の目的】(５) 

４【買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数】(６) 

(１)【買付け等の期間】 

①【届出当初の期間】 

買付け等の期間 年 月 日から 年 月 日まで（ 営業日） 

公告日  

公告掲載新聞名  

②【対象者の請求に基づく延長の可能性の有無】 

③【期間延長の確認連絡先】 

(２)【買付け等の価格】 

株券  

新株予約権証券  

新株予約権付社債券  

株券等信託受益証券（   ）  

株券等預託証券（   ）  

算定の基礎  

算定の経緯  

(３)【買付予定の株券等の数】 

株式に換算した買付予定数 
株式に換算した買付予定数の
下限 

株式に換算した買付予定数の
上限 

（株） （株） （株）

５【買付け等を行った後における株券等所有割合】(７) 

区分 議決権の数

買付予定の株券等に係る議決権の数（個） (a)  

ａのうち潜在株券等に係る議決権の数（個） (b)  

ｂのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係
る議決権の数（個） (c)  

届出書提出日現在における公開買付者の所有株券等に係る議決権の数 
（個） (d)  

ｄのうち潜在株券等に係る議決権の数（個） (e)  

ｅのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係
る議決権の数（個） (f)  
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届出書提出日現在における特別関係者の所有株券等に係る議決権の数 
（個） (g)  

ｇのうち潜在株券等に係る議決権の数（個） (h)  

ｈのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係
る議決権の数（個） (i)  

対象者の総株主等の議決権の数（ 年 月 日現在）（個） (j)  

買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合
（ａ／ｊ） （％）  

買付け等を行った後における株券等所有割合 

（（ａ＋ｄ＋ｇ）／（ｊ＋（ｂ－ｃ）＋（ｅ－ｆ）＋（ｈ－ｉ）） 
×100） （％） 

 

６【株券等の取得に関する許可等】(８) 

(１)【株券等の種類】 

(２)【根拠法令】 

(３)【許可等の日付及び番号】 

７【応募及び契約の解除の方法】(９) 

(１)【応募の方法】 

(２)【契約の解除の方法】 

(３)【株券等の返還方法】 

(４)【株券等の保管及び返還を行う金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の

所在地】 

８【買付け等に要する資金】(10) 

(１)【買付け等に要する資金等】 

買付代金（円）(a)  

金銭以外の対価の種類  

金銭以外の対価の総額  

買付手数料(b)  

その他(c)  

合計(a)＋(b)＋(c)  

(２)【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等】 

①【届出日の前々日又は前日現在の預金】 

種類 金額（千円） 

  

計(a)  

②【届出日前の借入金】 

イ【金融機関】 

 借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円） 

１  ―   

２     

計  

ロ【金融機関以外】 

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円） 

    

    

計  

③【届出日以後に借入れを予定している資金】 

イ【金融機関】 

 借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円） 

１  ―   

２     

計(b)  

-5-



ロ【金融機関以外】 

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円） 

    

    

計(c)  

④【その他資金調達方法】 

内容 金額（千円） 

  

計(d)  

⑤【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等の合計】 

千円（(a)＋(b)＋(c)＋(d)） 

(３)【買付け等の対価とする有価証券の発行者と公開買付者との関係等】 

９【買付け等の対価とする有価証券の発行者の状況】(11) 

(１)【名称】 

(２)【本店の所在地】 

(３)【代表者の役職氏名】 

(４)【資本金の額】 

(５)【会社の目的及び事業の内容】 

(６)【最近３年間の１株当たり配当額等の状況】 

決算年月    

１株当たり当期純損益    

１株当たり配当額    

１株当たり純資産額    

(７)【最近の株価及び株式売買高の状況】 

金融商品取引所名又は認可金
融商品取引業協会名 

 

月別        

最高株価        

最低株価        

売買高        

10【決済の方法】(12) 

(１)【買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在

地】 

(２)【決済の開始日】 

(３)【決済の方法】 

(４)【株券等の返還方法】 

11【その他買付け等の条件及び方法】(13) 

(１)【法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容】 

(２)【公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法】 

(３)【買付け等の価格の引下げの条件の有無、その内容及び引下げの開示の方

法】 

(４)【応募株主等の契約の解除権についての事項】 

(５)【買付条件等の変更をした場合の開示の方法】 

(６)【訂正届出書を提出した場合の開示の方法】 

(７)【公開買付けの結果の開示の方法】 

第２【公開買付者の状況】(14) 

１【会社の場合】 

(１)【会社の概要】(15) 
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①【会社の沿革】 

②【会社の目的及び事業の内容】 

③【資本金の額及び発行済株式の総数】 

④【大株主】                    年 月 日現在 

氏名又は名称 住所又は所在地 
所有株式の数 

（千株） 

発行済株式の総数に対す
る所有株式の数の割合
（％） 

    

    

    

    

計 ―   

⑤【役員の職歴及び所有株式の数】          年 月 日現在 

役名 職名 氏名 生年月日 職歴 
所有株式数 

（千株） 

      

      

      

計  

(２)【経理の状況】(16) 

①【貸借対照表】 

②【損益計算書】 

③【株主資本等変動計算書】 

２【会社以外の団体の場合】 

(１)【団体の沿革】 

(２)【団体の目的及び事業の内容】 

(３)【団体の出資若しくは寄付又はこれらに類するものの額】 

(４)【役員の役名、職名、氏名（生年月日）及び職歴】 

３【個人の場合】 

(１)【生年月日】 

(２)【本籍地】(17) 

(３)【職歴】(18) 

(４)【破産手続開始の決定の有無】(19) 

第３【公開買付者及びその特別関係者による株券等の所有状況及び取引状況】 

１【届出書提出日現在における株券等の所有状況】(20) 

(１)【公開買付者及び特別関係者による株券等の所有状況の合計】 

(２)【公開買付者による株券等の所有状況】 

 
所有する株券等
の数 

令第７条第１項第２
号に該当する株券等
の数 

令第７条第１項第３
号に該当する株券等
の数 

株券 （株） （株） （株）

新株予約権証券  ―  

新株予約権付社債券  ―  

株券等信託受益証券（   ）  ―  

株券等預託証券（   ）  ―  

合計    

所有株券等の合計数  ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （    ） ― ― 

(３)【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者合計)】 

 
所有する株券等
の数 

令第７条第１項第２
号に該当する株券等
の数 

令第７条第１項第３
号に該当する株券等
の数 
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株券 （株） （株） （株）

新株予約権証券  ―  

新株予約権付社債券  ―  

株券等信託受益証券（   ）  ―  

株券等預託証券（   ）  ―  

合計    

所有株券等の合計数  ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （    ） ― ― 

(４)【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者ごとの内訳)】 

①【特別関係者】 

氏名又は名称  

住所又は所在地  

職業又は事業の内容  

連絡先  

公開買付者との関係  

②【所有株券等の数】 

 
所有する株券等
の数 

令第７条第１項第２
号に該当する株券等
の数 

令第７条第１項第３
号に該当する株券等
の数 

株券 （株） （株） （株）

新株予約権証券  ―  

新株予約権付社債券  ―  

株券等信託受益証券（   ）  ―  

株券等預託証券（   ）  ―  

合計    

所有株券等の合計数  ― ― 

（所有潜在株券等の合計数） （    ） ― ― 
 

２【株券等の取引状況】(21) 

(１)【届出日前60日間の取引状況】 

氏名又は名称 株券等の種類 増加数 減少数 差引 

     

３【当該株券等に関して締結されている重要な契約】(22) 

４【届出書の提出日以後に株券等の買付け等を行う旨の契約】(23) 

第４【公開買付者と対象者との取引等】 

１【公開買付者と対象者又はその役員との間の取引の有無及び内容】(24) 

２【公開買付者と対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容】(25) 

第５【対象者の状況】(26) 

１【最近３年間の損益状況等】(27) 

(１)【損益の状況】 

決算年月    

売上高    

売上原価    

販売費及び一般管理費    

営業外収益    

営業外費用    

当期純利益（当期純損失）    

(２)【１株当たりの状況】 

決算年月    

１株当たり当期純損益    

１株当たり配当額    

-8-



１株当たり純資産額    

２【株価の状況】(28) 

金融商品取引所名又は認可金
融商品取引業協会名 

 

月別        

最高株価        

最低株価        

３【株主の状況】(29) 

(１)【所有者別の状況】                年 月 日現在 

株式の状況（１単元の株式数    株） 

区分 政府及び
地方公共
団体 

金融
機関

金融
商品
取引
業者

その
他の
法人

外国
法人
等 

外国法人
等のうち
個人 

個人
その
他 

計

単元未満
株式の状
況 
（株）

株主数（人）         ―

所有株式数(単位)         

所有株式数の割合
（％） 

       100 ―

(２)【大株主及び役員の所有株式の数】 

①【大株主】                    年 月 日現在 

氏名又は名称 住所又は所在地 所有株式数（株）
発行済株式の総数に対す
る所有株式数の割合(％)

    

    

    

    

計 ―   

②【役員】                     年 月 日現在 

氏名 役名 職名 所有株式数（株）
発行済株式の総数に対す
る所有株式数の割合(％)

     

     

     

     

計 ― ―   

４【その他】(30) 

（記載上の注意） 

(１) 届出者の氏名又は名称 

複数の者が共同して公開買付けを行う場合には、それぞれの者について記載す

ること（法第27条の30の５第１項の規定により公開買付届出書を書面で提出する

場合には、併せて「届出者の氏名又は名称」の下にそれぞれの者が署名又は押印

すること｡)｡ 

(２) 代理人の氏名又は名称 

非居住者が届出をする場合に、本邦内に住所又は事務所を有するものであって、

公開買付けに係る書類の提出に関する一切の行為につき公開買付者を代理する者

（以下この(２)において「代理人」という｡）の氏名（代理人が法人である場合

には、その名称及び代表者の氏名）を記載すること（法第27条の30の５第１項の

規定により公開買付届出書を書面で提出する場合には､併せて「代理人の氏名又

は名称」の下に代理人（代理人が法人である場合には、その代表者）が署名する

こと｡)｡ 

(３) 縦覧に供する場所 
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第33条第２項及び第３項の規定による縦覧について記載すること。 

(４) 買付け等をする株券等の種類 

買付け等をする株券等に旧新株引受権証券等が含まれる場合には、その旨を記

載すること。 

(５) 買付け等の目的 

買付け等の目的について具体的に記載すること。 

たとえば、 

ａ 支配権取得又は経営参加を目的とする場合には、支配権取得又は経営参加の

方法及び支配権取得後の経営方針又は経営参加後の計画について具体的に記載

すること。組織再編、企業集団の再編、解散、重要な財産の処分又は譲受け、

多額の借財、代表取締役等の選定又は解職、役員の構成の変更、配当・資本政

策に関する重要な変更、その他対象者の経営方針に対して重大な変更を加え、

又は重大な影響を及ぼす行為を予定している場合には、その内容及び必要性も

記載すること。 

ｂ 純投資又は政策投資を目的とする場合には、株券等を取得した後の当該株券

等の保有方針、売買方針及び議決権の行使方針並びにそれらの理由を記載し、

長期的な資本提携を目的とする政策投資として買付け等を行う場合には、その

必要性を具体的に記載すること。 

ｃ 買付け等の後、当該株券等の発行者の株券等を更に取得する予定の有無、そ

の理由及びその内容を具体的に記載すること。 

ｄ 株券等を取得した後、第三者に譲渡することを目的とする場合には､当該第

三者について｢第２ 公開買付者の状況」に掲げる事項と同一の事項(｢１ 会

社の場合」の「(２) 経理の状況」を除く｡）を記載するとともに、当該第三

者の公開買付者との関係、譲受けの目的及び届出日において所有する当該株券

等の数を記載すること。 

ｅ 買付け等の後、当該株券等の発行者の株券等が上場又は店頭登録の廃止とな

る見込みがある場合には、その旨及び理由について具体的に記載すること。 

(６) 買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数 

ａ 「届出当初の期間」欄には、届出日現在における公開買付期間を記載するこ

と。 

ｂ 「対象者の請求に基づく延長の可能性の有無」欄には、法第27条の10第３項

の規定により当該公開買付けの期間が延長される可能性がある場合に、例えば

「法第27条の10第３項の規定により、公開買付対象者から公開買付期間の延長

を請求する旨の記載がされた意見表明報告書が提出された場合は、買付け等の

期間は30営業日、公開買付期間は〇月〇日までとなります｡｣等詳細に記載し、

延長される可能性がない場合には「当該事項なし」と記載すること。 

ｃ 「期間延長の確認連絡先」欄には、期間延長の有無、延長後の公開買付期間

の末日等を問い合わせる場合の連絡先及び確認受付時間等を記載すること。 

ｄ 「買付け等の価格」欄には、有価証券等を対価とする場合には、当該有価証

券等の種類及び交換比率、有価証券等及び金銭を対価とする場合には、当該有

価証券等の種類、交換比率及び金銭の額を記載すること。また､「株券等信託

受益証券」及び｢株券等預託証券」の欄の括弧内には株券等信託受益証券及び

株券等預託証券の権利に係る対象株券等の種類を記載すること(｢買付予定の株

券等の数」欄及び「第３ 公開買付者及びその特別関係者による株券等の所有

状況及び取引状況」の「１ 届出書提出日現在における株券等の所有状況」欄

において同じ｡)｡ 

なお、株券等が投資証券である場合には､｢株券｣､｢新株予約権証券｣､｢新株予
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約権付社債券」、「株券等信託受益証券」及び「株券等預託証券」の欄の記載を

省略し､｢投資証券」欄を設けて記載すること(｢第３ 公開買付者及びその特別

関係者による株券等の所有状況及び取引状況」の「１ 届出書提出日現在にお

ける株券等の所有状況」欄において同じ｡)｡ 

ｅ 「算定の基礎」欄には、買付価格の算定根拠を具体的に記載し、買付価格が

時価と異なる場合や当該買付者が最近行った取引の価格と異なる場合には、そ

の差額の内容も記載すること。 

株券等の種類に応じた公開買付価格の価額の差について、換算の考え方等の

内容を具体的に記載すること。 

ｆ 「算定の経緯」欄には、算定の際に第三者の意見を聴取した場合に、当該第

三者の名称、意見の概要及び当該意見を踏まえて買付価格を決定するに至った

経緯を具体的に記載すること。公開買付者が対象者の役員、対象者の役員の依

頼に基づき当該公開買付けを行う者であって対象者の役員と利益を共通にする

者又は対象者を子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいう。以下同

じ｡）とする会社その他の法人である場合であって、買付価格の公正性を担保

するためのその他の措置を講じているときは、その具体的内容も記載するこ

と。 

ｇ 「株式に換算した買付予定数の下限」欄には、法第27条の13第４項第１号の

規定により、応募株券等の数の合計が買付予定の株券等の数の一部としてあら

かじめ公開買付開始公告において記載された数に満たないときは応募株券等の

全部の買付け等をしない旨の条件を付した場合における、当該記載された数を

記載すること。 

ｈ 「株式に換算した買付予定数の上限」欄には、法第27条の13第４項第２号の

規定により、応募株券等の数の合計が買付予定の株券等の数を超えるときはそ

の超える部分の全部又は一部の買付け等をしない旨の条件を付した場合におけ

る、買付け等を行う当該株券等の数の上限を記載すること。 

(７) 買付け等を行った後における株券等所有割合 

ａ 「潜在株券等に係る議決権の数」欄には、新株予約権証券、新株予約権付社

債券、株券等信託受益証券及び株券等預託証券について株式に換算した議決権

の数並びに取得請求権付株式及び取得条項付株式について潜在的に増加し得る

議決権の数の合計を記載すること。 

現在は対象者以外の者が発行者である株券等であっても、取得の請求等の結

果、対価として交付される株券等が対象者の発行する株券等である旨の定めが

なされている場合には、当該交付される株券等に係る議決権の数も含めること

とする。 

ｂ 「対象者の総株主等の議決権の数」欄には、原則として、公開買付開始公告

を行った日の総株主等の議決権（法第29条の４第２項に規定する議決権をい

う｡）の数を記載すること。ただし、これが分からない場合には、直近に提出

された有価証券届出書（法第２条第７項に規定する有価証券届出書をいう。以

下同じ｡）、有価証券報告書（法第24条第１項に規定する有価証券報告書をい

う。以下同じ｡）、四半期報告書（法第24条の４の７第１項に規定する四半期

報告書をいう。以下同じ。）又は半期報告書（法第24条の５第１項に規定する

半期報告書をいう。以下同じ｡）に記載された総株主等の議決権の数を記載し

ても差し支えない。 

なお、株券等が投資証券である場合には､｢株券等に係る議決権の数」とある

のは「投資証券に係る投資口の数」と､｢議決権の数」とあるのは「投資口の

数」と､｢総株主等の議決権の数」とあるのは「発行済投資口の総口数」と読み
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替えて記載すること。この場合「潜在株券等に係る議決権の数」及び「株券の

権利を表示する株券等預託証券に係る議決権の数」欄の記載を省略すること。 

ｃ 株券等所有割合は小数点以下３桁を四捨五入し小数点以下２桁まで記載する

こと。 

(８) 株券等の取得に関する許可等 

届出日までに許可等がない場合には､｢(３) 許可等の日付及び番号」は記載を

要しない。この場合には、当該許可等があった時点で訂正届出書を提出するこ

と。 

(９) 応募及び契約の解除の方法 

ａ 「(１) 応募の方法」には、応募の方法を具体的に記載し、応募に際し株券

等を提出させる場合には、その方法を具体的に記載すること。 

ｂ 「(２) 契約の解除の方法」には、法第27条の12第１項の規定による契約の

解除の方法について具体的に記載し、令第14条の２で定める方法による場合に

は、解除書面を受領する権限を有する者の氏名又は名称及び本邦内の住所、居

所又は所在地を記載すること。 

ｃ 応募に際し株券等を提供させる場合には、契約の解除があった場合の株券等

の返還方法及び返還時期等を「(３) 株券等の返還方法」に記載すること。 

ｄ 「(４) 株券等の保管及び返還を行う金融商品取引業者・銀行等の名称及び

本店の所在地」は、応募に際し株券等を提供させる場合に記載すること。 

(10) 買付け等に要する資金 

ａ 「買付代金」欄には、買付価格に買付予定数と超過予定数との合計を乗じて

得た金額を記載すること。 

なお、有価証券等を買付け等の対価とする場合で、その交換に係る差金とし

て金銭を交付するときは、当該金銭の総額を記載すること。 

ｂ 「金銭以外の対価の種類」欄及び「金銭以外の対価の総額」欄には、買付け

等の対価として引き渡す有価証券等の種類及び総額を記載すること。 

ｃ 「買付手数料」欄には、買付け等に関して手数料を支払う場合に当該手数料

の額を記載すること。 

ｄ 「その他」欄には、公告に要する費用、弁護士に支払う報酬等の額を記載す

ること。 

ｅ 「届出日の前々日又は前日現在の預金」欄には、普通預金、通知預金等の種

類別に、届出日の前々日又は前日（当日が銀行等の休日であるときは、その前

日）の銀行等の終業時における残高（借入債務の担保に供されているもの等引

出しが制限されているものを除く｡）を記載すること。 

ｆ 「届出日前の借入金」欄には、届出日前に買付け等に要する資金として借り

入れたものがある場合に記載すること。 

ｇ 借入先が金融機関である場合で、借入金が買付け等の資金に充てることを明

らかにせずに借り入れたものである場合には、当該借入金については「金融機

関」欄の「１」欄に記載すること。この場合には、当該借入金については､｢借

入先の名称等」欄は記載しないで「借入先の業種」欄､｢借入契約の内容」欄及

び「金額」欄のみ記載するとともに、当該借入金に係る借入先の業種、借入先

の名称及び所在地、借入契約の内容及び金額を記載した書面を作成して本届出

書に添付すること。公開買付者が法第27条の３第４項の規定により本届出書の

写しを送付する際は、当該書面の写し及び当該借入金に係る契約書の写しを添

付せずに送付すること。 

借入先が金融機関である場合で、借入金が買付け等の資金に充てることを明

らかにして借り入れたものである場合には、当該借入金については「金融機

-12-



関」欄の「２」欄に記載すること｡ 

借入先が金融機関以外の者である場合には、その借入金については「金融機

関以外」欄に記載すること。 

ｈ 「借入先の業種」欄には、金融機関の場合にはその種類、金融機関以外の場

合には貸金業者､個人等、具体的に記載すること。 

ｉ 「借入先の名称等」欄には、借入先の氏名又は名称及び住所又は所在地を記

載すること。 

ｊ 「借入契約の内容」欄には、借入れの方法、借入条件及び担保の状況を記載

すること。 

ｋ 「その他資金調達方法」欄には､｢届出日の前々日又は前日現在の預金」欄及

び「届出日以後に借入れを予定している資金」欄に記載したもの以外の資金の

調達を予定している場合に、その内容及び金額を記載すること。 

ｌ 「(３) 買付け等の対価とする有価証券の発行者と公開買付者との関係等」

には、有価証券をもって買付け等の対価とする場合に当該有価証券の発行者と

公開買付者との関係を具体的に記載するとともに、当該有価証券の種類に応じ

必要な事項（たとえば、交換後の最初の利益配当又は利息支払の時期、社債券

の発行条件）を記載すること。 

(11) 買付け等の対価とする有価証券の発行者の状況 

有価証券をもって買付け等の対価とする場合に記載すること。 

ａ 買付け等の対価とする有価証券の発行者が公開買付者である場合には、発行

者が公開買付者である旨､｢(６) 最近３年間の１株当たり配当額等の状況」及

び「(７) 最近の株価及び株式売買高の状況」を記載すること。 

ｂ 「(５) 会社の目的及び事業の内容」には、定款に記載された目的を記載

し、現在営んでいる事業について分かりやすく説明すること。 

ｃ 株券等が投資証券である場合には､｢(６) 最近３年間の１株当たり配当額等

の状況」欄中「１株当たり」とあるのは「投資口一口当たり」と､｢(７) 最近

の株価及び株式売買高の状況」欄中「株価」とあるのは「一口価格」と､｢株式

売買高」とあるのは「投資口売買高」と読み替えて記載すること(｢第５ 対象

者の状況」欄において同じ｡)｡ 

ｄ 「(７) 最近の株価及び株式売買高の状況」には、届出日の属する月前６月

間の月別及び届出日の属する月の初日から届出日の前日までの期間に区分し

て、次に掲げる事項を記載すること｡ 

(ａ) 株式が金融商品取引所に上場されている場合には、主要な１金融商品取

引所の市場相場及び株式売買高を記載し、当該金融商品取引所名を注記する

こと。 

(ｂ) 株式が店頭売買有価証券として認可金融商品取引業協会に登録されてい

る場合には、当該認可金融商品取引業協会の発表する相場及び株式売買高を

記載すること。 

(ｃ) その他の銘柄で気配相場がある場合には、当該気配相場を記載し、その

旨を記載すること｡この場合には、株式売買高の記載を要しない。 

(12) 決済の方法 

ａ 「(２) 決済の開始日」には、法第27条の10第３項の規定により公開買付期

間が延長される可能性がある場合に、延長後の公開買付期間に対応する決済の

開始日を注記すること。 

ｂ 「(３) 決済の方法」には、買付代金を支払い、又は対価として有価証券等

を引き渡す際に買付け等の通知書の呈示を求めること等決済の方法を具体的に

記載すること。 
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ｃ 「(４) 株券等の返還方法」には、応募に際し株券等を提供させる場合であ

って、法第27条の11第１項の規定による公開買付けに係る申込みの撤回及び契

約の解除があった場合及び法第27条の13第４項各号に掲げる条件を付した場合

であって当該条件に基づき応募株券等の買付け等をしないこととなった場合に

は、株券等を郵送により返還すること等返還の方法を具体的に記載するととも

に、それぞれの場合について返還開始日を記載すること。 

(13) その他買付け等の条件及び方法 

ａ 「(１) 法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容」には当該条

件の有無及び内容を記載すること。なお、第32条第１項に規定する方法により

計算した数の合計と買付け等をする株券等の総数とが異なる場合には、その異

なる数の処理について特に詳細に記載すること。 

ｂ 「(２) 公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方

法」には、令第14条第１項各号に掲げる条件の有無及び内容並びに同条第２項

に定める事項が発生した場合には撤回等を行うことがある旨を記載するととも

に、撤回等の公告又は公表の方法を記載すること。 

ｃ 「(３) 買付け等の価格の引下げの条件の有無、その内容及び引下げの開示

の方法」には、法第27条の６第１項第１号の規定により、公開買付期間中に対

象者が株式の分割その他の政令で定める行為を行った場合には買付け等の価格

の引下げを行うことがある旨の条件の有無及び内容を記載するとともに、引き

下げた場合の公告及び公表の方法を記載すること。 

ｄ 「(４) 応募株主等の契約の解除権についての事項」には、法第27条の12の

規定の内容を分かりやすく記載すること。 

ｅ 「(５) 買付条件等の変更をした場合の開示の方法」には、買付条件等を変

更することがある場合にはその旨を記載するとともに、買付条件等の変更の方

法及び変更前に既に応募した者の取扱いについて記載すること。 

ｆ 「(６) 訂正届出書を提出した場合の開示の方法」には、訂正届出書を提出

した場合における公告の方法及び公開買付説明書の訂正方法について記載する

こと。 

ｇ 「(７) 公開買付けの結果の開示の方法」には、公開買付期間の末日の翌日

に公告又は公表を行う旨及びその方法について記載すること。 

(14) 公開買付者の状況 

複数の者が共同して公開買付けを行う場合には、それぞれの者について記載す

ること。 

(15) 会社の概要 

ａ 「① 会社の沿革」には、創立の経緯、商号の変更、合併、増減資等による

資本の変動、事業目的の変更、工場の新設等主な変遷につき簡単に記載するこ

と。 

ｂ 「② 会社の目的及び事業の内容」には、定款に記載された目的を記載し、

現在営んでいる事業について分かりやすく説明すること。 

ｃ 「③ 資本金の額及び発行済株式の総数」には、届出日現在の資本金の額及

び発行済株式の総数を記載すること。 

ｄ 「④ 大株主」には、所有株式（他人又は仮設人名義のものを含む｡）の数

の多い順に、10名程度の株主について記載すること。なお、大株主が個人であ

る場合の個人株主の住所の記載に当たっては、市区町村名までを記載しても差

し支えない。 

ｅ 「⑤ 役員の職歴及び所有株式の数」には、届出日現在の役員（監査役を含

む｡）について記載すること。なお、会計参与設置会社であって会計参与が法
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人である場合には､｢氏名」欄に名称を、「職歴」欄に簡単な沿革を記載するこ

と。 

(16) 経理の状況 

ａ 次に掲げる場合に応じ、次に掲げるものを記載すること。 

(ａ) 公開買付者が有価証券報告書の提出者であって連結財務諸表（連結財務

諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）の

規定により作成した連結財務諸表をいう。以下同じ｡）を作成している場合 

連結財務諸表（連結附属明細表を除く｡）を記載すること。 

(ｂ) (ａ)以外の場合 

財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則(昭和38年大蔵省令第

59号）の規定により作成した財務諸表（貸借対照表、損益計算書及び株主資

本等変動計算書に限る。以下同じ｡）を記載すること。ただし、同規則第２

条の規定により他の法令、準則等の定めるところにより財務諸表を作成して

いる場合には、当該財務諸表を記載し、その旨注記すること。 

なお、公開買付者が外国法人等である場合で、上記規則により作成するこ

とが困難であるときには、その国の法令の規定又は慣習により作成した財務

諸表を記載することができる。この場合において、特殊な会計処理をしてい

るもの又は特異な科目表示をしているものがあれば、それについて分かりや

すく説明すること。 

ｂ これらの財務諸表は、最近２事業年度のものを掲げることとし、旧事業年度

分を左側に、新事業年度分を右側に配列して記載すること。最近事業年度に係

る有価証券報告書の提出日以降届出書提出日までの間に四半期報告書を提出し

ている場合には、最近２事業年度の財務諸表とともに届出書提出日の直前に提

出した四半期報告書に記載した四半期連結貸借対照表（ａ(ｂ)の場合にあって

は、四半期貸借対照表）及び四半期連結損益計算書（当該四半期の属する事業

年度の期首から当該四半期の末日までの期間に係るもの）（ａ(ｂ)の場合にあ

っては、四半期損益計算書（当該四半期の属する事業年度の期首から当該四半

期の末日までの期間に係るもの））を掲げること。また、公開買付者が四半期

報告書を提出していない場合であって、最近事業年度に係る有価証券報告書の

提出日以降届出書提出日までの間に半期報告書を提出しているときは、最近２

事業年度の財務諸表とともに当該半期報告書に記載した中間連結貸借対照表

（ａ(ｂ)にあっては、中間貸借対照表）及び中間連結損益計算書（ａ(ｂ)にあ

っては、中間損益計算書）を掲げること。 

ｃ 金額の表示は原則として百万円単位とすること。 

(17) 本籍地 

外国人の場合には、国籍を記載すること。 

(18) 職歴 

過去５年間の職歴を記載すること。 

(19) 破産手続開始の決定の有無 

過去５年間に、破産手続開始の決定を受けたことがある場合には、その内容を

記載すること。 

(20) 届出書提出日現在における株券等の所有状況 

ａ 株券等の数は、第８条の規定により換算することが必要となる株券等につい

ては株式に換算した数を、その他の株券については株式の数を、投資証券につ

いては投資口の数を記載すること。以下同じ。 

ｂ 複数の者が共同して公開買付けを行う場合には､｢(１) 公開買付者及び特別

関係者による株券等の所有状況の合計」にはそれぞれの者について記載するこ
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と。 

ｃ 「所有する株券等の数」欄には、自己又は他人(仮設人を含む｡）の名義をも

って所有する(令第７条第１項第１号、第４号及び第５号に掲げる場合を含

む｡）株券等の数を記載すること。 

ｄ 「令第７条第１項第２号に該当する株券等の数」欄には、金銭の信託契約そ

の他の契約又は法律の規定に基づき、株主又は投資主としての議決権を行使す

ることができる権限又は議決権の行使について指図を行うことができる権限を

有する株券又は投資証券（所有権又は投資をするのに必要な権限を有するもの

を除く｡）の数を記載すること。 

ｅ 「令第７条第１項第３号に該当する株券等の数」欄には、投資一任契約その

他の契約又は法律の規定に基づき、投資をするのに必要な権限を有する株券等

（所有権を有するものを除く｡）の数を記載すること。 

(21) 株券等の取引状況 

ａ 公開買付者（公開買付者が法人等である場合は、その取締役、監査役、理

事、監事又はこれらに準ずる者を含む｡）が届出日前60日間に取引した株券等

の種類ごとの総数を記載すること。 

ｂ 相対売買（相続及び贈与を含む｡）がある場合には、株券等の種類ごとにそ

の総数を内書きし､欄外に相手先及び当該相手先ごとの数を記載すること。 

(22) 当該株券等に関して締結されている重要な契約 

公開買付者及びその特別関係者の所有株券等に関する担保契約、売戻し契約、

売買の予約その他の重要な契約又は取決めがある場合には、当該契約又は取決め

の内容を記載すること。株券等を法人格のない組合、社団等の業務執行組合員等

として所有している場合、共有している場合等には、その旨記載すること。 

(23) 届出書の提出日以後に株券等の買付け等を行う旨の契約 

公開買付者及びその特別関係者が届出日前に株券等の買付け等の予約を行って

いる場合又は株券等の売買取引に係るオプションの取得（当該オプションの行使

により当該行使をした者が当該取引において買主としての地位を取得するものに

限る｡）及び付与（当該オプションの行使により当該行使をした者が当該取引に

おいて売主としての地位を取得するものに限る｡）を行っている場合で、届出書

の提出日以降に買付け等を行うこととなる株券等がある場合には、当該契約の内

容､相手方、当該契約に係る株券等の種類及び数並びに買付け等を行う予定日

（オプションにあっては、オプションの行使日）について記載すること。 

(24) 公開買付者と対象者又はその役員との間の取引の有無及び内容 

最近の３事業年度における公開買付者と対象者又はその役員との間の重要な取

引の有無及び内容を記載すること。 

(25) 公開買付者と対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容 

公開買付者と対象者又はその役員との間の、公開買付けによる株券等の買付け

等、買付け後の重要な資産の譲渡等に関する合意の有無及びその内容を記載する

とともに、公開買付者が当該役員に利益の供与を約した場合には、その内容を記

載すること。 

公開買付者が対象者の役員、対象者の役員の依頼に基づき当該公開買付けを行

う者であって対象者の役員と利益を共通にする者又は対象者を子会社とする会社

その他の法人等である場合には、当該公開買付けの実施を決定するに至った意思

決定の過程を具体的に記載すること。利益相反を回避する措置を講じているとき

は、その具体的内容も記載すること。 

(26) 対象者の状況 

「２ 株価の状況」及び「４ その他」を除き、対象者が提出した最近の有価
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証券届出書又は有価証券報告書によるものとし、当該有価証券届出書又は有価証

券報告書の提出年月日を明示すること。 

(27) 最近３年間の損益状況等 

「損益の状況」欄には、百万円単位で記載することができる。 

なお、株券等が投資証券である場合には､｢損益の状況」欄中「売上高」とある

のは｢営業収益｣と､｢売上原価」及び「販売費及び一般管理費」とあるのは「営業

費用」と､｢１株当たりの状況」欄中「１株当たり当期純損益」とあるのは「１口

当たり当期純損益」と､｢１株当たり配当額」とあるのは「１口当たり分配金額」

と､｢１株当たり純資産額」とあるのは「１口当たり純資産額」と読み替えて記載

すること。 

(28) 株価の状況 

届出日の属する月前６月間の月別及び届出日の属する月の初日から届出日の前

日までの期間に区分して、次に掲げる事項を記載すること。 

ａ 株式が金融商品取引所に上場されている場合には、主要な１金融商品取引所

の市場相場を記載し、当該金融商品取引所名を注記すること。 

ｂ 株式が店頭売買有価証券として認可金融商品取引業協会に登録されている場

合には、当該認可金融商品取引業協会の発表する相場を記載すること。 

ｃ その他の銘柄で気配相場がある場合には、当該気配相場を記載し、その旨を

注記すること。 

ｄ 投資口が金融商品取引所に上場されている場合には、主要な１金融商品取引

所の市場相場を記載し、当該金融商品取引所名を注記すること。この場合にお

いて､｢最高株価」とあるのは｢最高１口価格｣と､｢最低株価」とあるのは「最低

１口価格」と読み替えて記載すること。 

ｅ ａからｄまでのいずれにも該当しない場合であって、過去においてａからｄ

のいずれかに該当していたことがあるときは、該当していた期間のうち最近７

月間の月別の相場を記載し、その旨を注記すること。 

(29) 株主の状況 

ａ 届出日までに四半期報告書若しくは半期報告書又は臨時報告書（法第24条の

５第４項に規定する臨時報告書をいう｡）が提出され、これらの報告書に主要

株主（法第163条第１項に規定する主要株主をいう｡）及び役員の異動の記載が

ある場合には、それを「(２) 大株主及び役員の所有株式の数」に注記するこ

と。 

ｂ 株券等が投資証券である場合には､｢所有者別の状況」欄中「株式の状況（１

単元の株式数 株)｣とあるのは「投資口の状況」と､｢株主数」とあるのは「投

資主数」と､｢所有株式数」とあるのは「所有投資口数」と､｢所有株式数の割

合」とあるのは「所有投資口数の割合」と､｢大株主及び役員の所有株式の数」

の「役員」欄中「所有株式数」とあるのは｢所有投資口数｣と､｢発行済株式の総

数に対する所有株式数の割合」とあるのは「発行済投資口の総数に対する所有

投資口数の割合」と読み替えて記載すること。この場合「所有者別の状況」欄

中「単元未満株式の状況（株)｣及び「大株主及び役員の所有株式の数」の「大

株主」欄の記載を省略すること。 

ｃ 「(２) 大株主及び役員の所有株式の数」の「① 大株主」について、大株

主が個人である場合の個人株主の住所の記載に当たっては、市区町村名までを

記載しても差し支えない。 

ｄ 「(２) 大株主及び役員の所有株式の数」の「② 役員」について、会計参

与設置会社であって会計参与が法人である場合には､｢氏名」欄に名称を記載す

ること。 
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(30) その他 

投資者が買付け等への応募の是非を判断するために必要と判断されるその他の

情報を記載すること。対象者について最近の有価証券届出書及び有価証券報告書

に記載されていない重要な事実を知っている場合には、当該事実を記載するこ

と。 
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